予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：障害者福祉費
	事業名　重度訪問介護従業者養成研修事業
　　　　行動援護従事者養成研修事業
　　　　相談支援従事者研修事業
　　　　サービス管理責任者等養成研修事業
　　　　強度行動障がい支援者養成研修事業


　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　障害福祉課　地域生活支援係　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　E-mail： c11226@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　      19,245　千円（前年度予算額：  16,469  千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	16,469
	8,234
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,235

	要求額
	19,245
	9,621
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,624

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
障がい者に対する専門的支援の技術を有する人材を養成するため、各種研修事業を実施する。

（２）事業内容

ア　行動援護従事者養成研修事業

　　行動上著しい困難を有し常時介護が必要な障がい者の外出に際し、必要とな
る援助法等の技能を有する者を養成する。

イ
相談支援従事者(初任者/現任/専門コース別)研修事業

　　障がい者に必要なサービスを適切に調整し支援計画を作成するため、高度な
支援技術をもつ相談支援専門員を養成する。
ウ
サービス管理責任者等養成研修事業

　　障害者自立支援法及び児童福祉法による障害福祉等サービス提供事業者の
サービスの質の確保に必要な知識、技能を有する管理責任者を養成する。

エ
重度訪問介護従業者養成研修事業

　　常時介護を要する重症心身障がい児（者）に対し、居宅における介護を総合
的に提供できるヘルパーを養成する。

新オ　強度行動障がい支援者養成研修事業

　　行動障がいうち、自傷、異食、他害など生活環境への著しい不適応行動を頻
回に示す強度行動障がい者に対して、利用する施設、居宅、訪問すべての事業所の職員を対象に、必要となる援助法等の技能を有する者を養成する。
（３）県負担・補助率の考え方

　地域生活支援事業実施要項に基づく都道府県実施事業。国1/2、県1/2。
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	19,245
	相談支援従事者(初任者/現任/専門コース別)研修事業等

	合計
	19,245
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）事業主体及びその妥当性
　地域生活支援事業実施要項に基づく都道府県実施事業。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　障がい者に対する専門的支援の技術を有する人材養成の研修を行うことで、相談支援専門員やサービス管理責任者等のスキルアップが図られ、障がい者のサービス等の質の向上につながります。また、当該研修の受講により、事業所に必要な人員配置の要件を満たすことにより、適正で安定した事業所運営が図られます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	行動援護従業者養成研修事業（1年次）
	41人
（H20）
	32人

（H21）
	48人

（H23）
	54人

（H24）
	60人

（H26）
	90％


	相談支援従事者研修事業（1年次）
	122人
（H20）
	150人

（H21）
	317人

（H23）
	362人

（H24）
	560人

（H26）
	65％


	サービス管理責任者養成研修事業（1年次）
	539人
（H20）
	392人

（H21）
	568人

（H23）
	656人

（H24）
	550人

（H26）
	119％


	重度訪問介護従業者養成研修事業（1年次）
	42人
（H20）
	25人

（H21）
	23人

（H23）
	17人

（H24）
	20人

（H26）
	85％


	強度行動障がい支援者養成研修事業（1年次）
	－人

	－人


	－人


	－人


	60人

（H26）
	－％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・行動援護従業者養成研修　修了者数（予定）　５０人

　・相談支援従事者研修　修了者数（予定）　　　　　３８５人

　・サービス管理責任者研修　修了者数（予定）　延べ５５０人

　・重度訪問介護従業者養成研修　修了者数　２３人




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　当該研修を行うことにより、障害者総合支援法（旧「障害者自立支援法」）等の一部改正に伴う人員配置基準や現場のニーズ等に対応できる人材が増え、障害者総合支援法に基づく各種業務や事業の適正かつ安定的な運営の確保につながっています。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	当該各研修の修了は、各種事業所に必要な人員配置基準の要件になっており、また相談支援専門員やサービス管理責任者等各種専門の人材の資質の向上につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	法制度等の改正により人材育成に対する需要は高まっており、研修の受講を希望する者が増え、事業の成果は現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	法制度改正に伴い受講希望が増加傾向にある研修については定員規模の拡大を、また、一定の成果が見られ、受講希望が維持又は減少傾向にある研修については定員縮小を行い、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
法制度の一部改正等により、相談支援従事者研修及びサービス管理責任者研修の受講希望が今後も増えると見込まれる。

行動援護従業者や重度訪問介護従業者はこれまでの研修からその一定の成果が見られており、受講者数が維持又は減少傾向にあるが、重度訪問介護の対象について現行の重度の肢体不自由者に加え、今後は知的、精神障がい者に拡大される予定であり、受講の必要性が高まることが想定される。

また、自傷、他害行為など危険を伴う行動を頻回に示す強度行動障がいについて、専門的な知識がないために現状では事業所の受け入れが困難なことや、不適切な支援により利用者に対する虐待につながる可能性があることとから、平成２５年度より地域生活支援事業の項目に強度行動障がいに関する研修事業が追加された。

さらに、平成２６年度末までが経過措置期間である計画相談の拡大に伴う研修の需要は高く、受講希望者も増加すると思われ、状況を見極めながら事業の実施・改善を行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

当該研修については、各種事業所に必要な人員配置基準の要件になっており、障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業のうち、都道府県の必須事業として位置づけられている。また、各種人材の資質の向上につながるため、事業の継続をしていく。

　特に、相談支援従事者研修については、平成２４年度制度改正に伴い、平成２６年度末までに障がい者（児）すべての方に計画相談を行う必要があるため、現在の進捗率（H25.3現在17.7％）から想定するに、相談支援専門員が絶対的に足りておらず、早急に人材を養成する必要があるため、最終年度である次年度は、研修を増やす必要がある。
また、県が地域生活支援事業で実施することとされている強度行動障がい支援者養成研修については、国においてサービス管理責任者の受講を必須とする方向で進められている。本年度、国の「強度行動障がい者支援者養成研修（基礎研修）指導者研修」を県内から４名受講することとしており、国の動きに合わせてこの４人を講師として実施していく必要がある。


